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 近年のまちづくりに関する計画は，基礎自治体である市町村の計画に加え，より住民の生活圏に近い

「学区」や「地区」などの規模で，当事者が主体的に参加し作成される例が増えている．そうした計画の

際には，課題や目標設定の地域診断の段階から住民が主体的に関わることが求められる． 

 本稿では，岡田らが提唱した「コミュニカティブ・サーベイ」（対話的調査）の概念を「オブザベーシ

ョナル・サーベイ」（観察的調査）との比較の観点から再整理し，さらに地域における防災の取り組み強

化のために実施された兵庫県三田市のニュータウン地域での事例について報告する． 
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1. はじめに 

 昨今の社会では，「小さな計画」を取り扱うことが増

えている．土木計画学の分野でも，従来扱ってきた総合

計画や自治体の社会基盤整備に寄与する計画に関する議

論がなされる一方で，基礎自治体である市町村よりも小

さく住民の生活圏に近い「学区」や「地区」などの規模

でつくられる計画に介入することが多くなってきた．さ

らにそこでは，住民が当事者として主体的に討議に参加

したり，意思決定をしたりする過程が着目され，それら

に関する理論的検討 1)や実践事例の報告（萌芽期の成果

として岡田ら 2)，その他山中ら 3)，大野ら 4)など）がなさ

れるようになってきている． 

 こうしたボトムアップ型の動きを後押しするように防

災分野では，2013 年に改正された災害対策基本法にお

いて，新たに「地区防災計画制度」が創設された 5)．地

区防災計画は市町村内の一定の地区の居住者及び事業者

が行う自発的な防災活動に関する計画で，市町村の地域

防災計画の中に定められるものである． 

 そのような中， 調査における革新的なコンセプトと

して，Takeuchi, Xu, Kajitani and Okada (2012) 6) はコミ

ュニカティブ・サーベイ（対話的調査）という概念を提

唱した。ごく簡潔に換言すれば「当事者自身が行う調査」

であるコミュニカティブ・サーベイであるが，この研究

ではそのコンセプトの提示に止まっており、特に、コミ

ュニカティブ・サーベイのプロセス全体を通じ，何に着

目し，何が観察されるべきかについて議論は多くなされ

ていない． 

 本研究では，コミュニカティブ・サーベイを現実に実

施するとき、調査の実施者，また調査を助けるプロフェ

ッショナルである専門家の役割について再整理を行う． 

 さらに，地域における防災の取り組み強化のために実

施された兵庫県三田市のニュータウン地域での事例につ

いて報告する． 

 

2. コミュニカティブ・サーベイ（対話的調査） 

(1) 概念 

 

 Takeuchiら6)が提示したコミュニカティブ・サーベイ

の条件は，（１）コミュニティの関心事を元に，質問票

を当事者とともにデザインする，（２）ワークショップ

を含む一度限りではない長期的なやりとりの中で地域の

意見やニーズを明らかにする，という二点に収束され

る．しかしながら彼らは，コミュニカティブ・サーベイ

を支援する研究者は何が分析されるべきかについての詳

細について言及していない．この問題を考えるために，

コミュニカティブサーベイのアイデアの源流を辿ること

にする．議論をわかりやすくするために，従来の調査を

「オブザベーショナル・サーベイ」（観察的調査）と呼
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んでおこう．オブザベーショナル・サーベイは，当事者

ではないものによって行われる調査，例えば，研究者が

研究のために行ったり，メディアが世論調査として発表

するために行う調査，調査を実施するプロセスが，次の

コミュニティ内部の意思決定に反映されることを想定し

ていない調査を指す． 

 

(2) 既存概念との関係 

 

 コミュニカティブ・サーベイの考え方に影響を与えて

いる概念は，ハーバマスのコミュニカティブ・アクショ

ン7)である．ハーバマスが定義したコミュニカティブ・

アクションとは，「議論を通じてある問題について了解

に達し，合意を共有すること」である．ハーバマスは，

同時にコミュニカティブ・アクション以外の行為とし

て，道具的行為（個々の行為者がみずからの望む目的を

実現するための手段として行う行為）である．コミュニ

カティブ・アクションが最も基本的な行為であり，道具

的行為などその他の行為はそれに寄生するものだと述べ

ている．ハーバーマスのこの主張に従えば，コミュニカ

ティブサーベイは最も道具的な行為である観察的調査よ

りも基本的な調査と位置づけられる． 

 ハーバマスのコミュニカティブ・アクションに関する

一連の成果は，アメリカ都市計画におけるコミュニカテ

ィブプランニング，コラボレイティブプラニングという

概念に影響を与えた． 

 Innes8)は，計画がコミュニカティブアクションだとし

たときの，プランナーの役割を，initiators, design the 

collaboration, finders, presenter and facilitators と複数果

たすと述べている．また，その問題に関して重要な興味

を表明している個人は全てテーブルに着いていること．

全てのステークホルダーは，十分に，平等に情報が与え

られていることを前提とし，全ての意見を同列に扱うべ

きだとしている． 

 Friedmann9)が挙げた「ノンユークリッド計画」もこ

れに類似した概念である．フリードマンは，タービュラ

ントで，時間的，空間的に予測のつかない時代において

は，「リアルタイム」で運用される，「リージョナル，

ローカルレベルに着目した」，「専門知と経験知の交流

が起こった，社会的学習にもとづく」計画がこれからの

主流であり，これを現在の「未来ベースの」，「時間，

空間的に連続した」エンジニアリングモデルに対比させ

て，「ノンユークリッドモデル」と呼んでいる．フリー

ドマンもまた，この新しい計画におけるプランナーの役

割を，責任あるface to face interactionだとしている． 

 このような考え方からコミュニカティブサーベイにお

ける，プランナーの役割について検討してみよう．観察

的調査において，プランナーは，ステークホルダーとは

独立した調査の設計者であった．多くの場合その調査

は，論文執筆の目的か，もしくは調査対象の状況を一般

化して専門的なアドバイスを行政に与えるために実施す

るものだったから，そこで重視されるのは，統計的妥当

性が確保されることである．統計的妥当性が確保される

ための，サンプル抽出，論理的矛盾のない質問構成，な

により，解答結果の説明には統計的有意性が重視され

る． 

 コミュニカティブ・サーベイは，あくまで全てのステ

ークホルダーの完全な意見表明や，コンセンサスを目的

とした調査である．統計的妥当性よりも，コミュニカテ

ィブ妥当性が優先される．ということは，ランダムサン

プリングよりも，なるべく多くの当事者がそこに含まれ

ることを重視する．質問項目の設計においては，質問の

内的矛盾よりも，プランナーと当事者との対話の中であ

がる，当事者の懸念をていねいに言語化する作業が優先

される．サンプリングからしてバイアスのない母集団に

はならないかもしれないが，そのことは重要ではない．

以上を考えると，コミュニカティブ・サーベイでは形式

はアンケートのような形を取りながらも，「事例研究」

的な要素を持つ調査だという事が言える． 

 

3. 事例 

(1) ニュータウンにおける防災まちづくり 

 筆者は，約8,600世帯（人口約23,000人）のフラワー

タウンというニュータウンにおいて 2014年 9月より住

民団体が主導する防災まちづくりに協力をしている． 

 フラワータウンは 1980～90 年代に開発が進んだ郊外

型ニュータウンで，武庫が丘，狭間が丘，弥生が丘，富

士が丘という４つの開発時期の異なる小学校域から成り

立っている．ニュータウンには約 5,100世帯（約 10,500

人）の戸建世帯と，65棟（3,534戸）の高層住宅が混在

している． 

 開発時期から既に 30 年以上経過していることから，

住民の高齢化や空き家対策，住民活動や自治会活動の担

い手不足が心配されている地域である． 

 筆者のもとには，防災に関心のある市民団体と自治会

役員から相談があり，地域の現状を全世帯を対象とした

アンケートで把握し,それぞれの地区にあった防災対策

を進めていきたいという内容だった． 

 そこで筆者は図４に示す通り，アンケート内で災害の

ことに限らず地域住民が抱える不安をあきらかにし，そ

れを手がかりに，災害リスクに対して決定要因をもつ住

民にアクセスできる戦略をたてるモデルを提示した． 

 

(2) アンケート票の設計 

 「地域防災アンケート」と名づけられた全世帯対象の
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アンケートに，この地域に住む住民が潜在的に抱えてい

る不安や課題を明らかにするため，質問の設計において

はコアのネットワークを形成する役員が参加した4回の

ワークショップを重ね，議論しながらアンケート票を作

成した（図５）． 

 ワークショップでは，ふだん住民や家族の間で話題に

あがることがらを明らかにしながら，ものの備えや災害

時に支援が必要な人の備えなど一般的な災害への備えに

関する質問に加え，直接災害とは関係のないことがらと

して，介護や教育，地区内の治安，高齢化など個人や地

域で感じる不安ごとを測る項目を追加した． 

 

 

図５ アンケート票の一部 

 

(3) アンケート結果と今後の戦略 

 

 このアンケートは2015年11月にフラワータウン内の

8,365 世帯を対象に自治会組織を通じて配布，回収され，

4,420世帯から回答を得た（回収率 52.8％）． 

 アンケートに関する詳細の報告は発表時に譲るが，単

純集計から「家族の健康について不安に感じるか」，

「子どもの教育について不安に感じるか」という質問に

対する校区ごとの回答を図６，図７に示す. 

  グラフが示すように，いずれの質問についても校区

によって傾向が異なることがわかる．従って，今後校区

や戸建／高層の住宅種別，また住民の年齢層などの属性

ごとに，関心のある課題や不安を明らかにし，その要素

を切り口としたワークショップなどを設計する予定であ

る． 

 

 

図６ 「家族の健康について不安に感じるか」 

 

 

図７ 「子どもの教育について不安に感じるか」 

 

 

4. おわりに 

 本稿では，保健衛生の分野で提唱されたポピュレーシ

ョンアプローチと専門家が陥ってしまう専門性障壁の解

消を手がかりに，参加型のまちづくりに必要な戦略につ

いて検討した． 
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